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部門経済について
ー不安定均衡の一例一
?
江 義
二部門経済モデル（特に，長期モデル）に関する従来の諸研究を概競してみる
なら，ほぼ次のような発展の流れをみることができる。第 1段階として，資本
と労働との代替を認めない固定係数による生産技術の仮定，第2として，いわ
ゆる "well-behaved"生産関数の仮定，そして第3段階として，いろいろな型
の技術進歩の導入というように1)。
このような整理にしたがえば，本論は，上の第 1段階の枠組の中で，経済主
体（企業および家計）の行動をやや一般化した場合に，経済の長期径路の性格に
関してどのような結論がえられるかを確かめようとするものである。
1. 仮定
CA. 1) 経済は 2つの部門から成り，第 1部門は消費財を，第2部門は資本
財を，それぞれ生産する。
CA. 2) 資本財は磨滅損耗せず，永久に存続する。
(A. 3) 各部門は，それぞれ 1つの生産物を生産し，生産のために資本財と
労働とを必要とする。
CA. 4) 各部門にとって利用可能な技術は，各々ただ 1つである。
CA. 5) 生産期間を無視する。
1)もちろん，これは技術の取り扱いに焦点を当てた場合の分類の仕方にすぎない。
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(A. 6) 資本ストックは部門間を自由に移動しうる。
(A. 7) 労働は等質的である。
2. 記号
年 第i部門の生産量 (i=1, 2) 
K 経済全体の資本存在量
Kw労働者の所有する資本量
Kc資本家の所有する資本量
L 労働力人口
b; 第 i部門における資本係数 (i=1, 2) 
h 第 i部門における労働投入係数 (i=1, 2) 
p 資本財の消費財に対する相対価格
w 消費財で測った実質賃金率
r 利潤率
a 労働者が賃金から貯蓄する割合
P 労働者が利潤から貯蓄する割合
r 資本家が利潤から貯蓄する割合
t 時間
b;/l; i部門における資本集約度． 
z=dz/dt (ただし， zは一般的な変数）
.4=/ib2 -/2妬(=I=0) 
.4(a, j) = (j-a)!2b1/ {a(l -J)} た：tこし， j=P,T 
g(z) =z/z 
3. 短期モデル
はじめに我々は，すでに記した仮定の枠内で，労働の完全顧用と，資本財の
完全操業と，そして商品市場の需給一致が同時に満たされているような経済の
二部門経済について—不安定均衡の一定（堀江） 109 
性格を明らかにする。
(1) K =b1x1 +b江 2
(2) L=l1幻.+l江2
(3) px2=awL+firp氏 +rrPKc
が成立しているものとする。 (3)式は貯蓄と投資とが均等していることを示す。
商品市場と労働市場とが共に競争的であれば，
(4) rp妬+wl1=1
(5) rPb2 +wl2 =P 
ここでは消費財がニューメレールにとられているので，その価格は 1である 2)。
4. 短期均衡値
上のモデルは， .d~0 のとき均衡解をもつ。（以下， .d~0 とする。） このと
き， (1)および(2)より
(6) 幻.= (b2L-l2K)/ .d
(7) X2 = Cl1K-b1L)/ .d
となる。さらに。 (3),(4)および(5)よりP,rおよび Wを求めることができる3)。
すなわち
(8) P=(b2-.dw)/b1 
(9) r=(l-liw)/(b2-.dw) 
ここに均衡賃金率 W は
UO) w=(a10K+a11L+a12応）I {.d(a20K +a21L+a22Kc)} 
ただし，係数 a,;は次式によって与えられる4)0
2)短期においては， Kw,Kc, K (=Kw+Kc)およびLは外生変数として与えられ， d,
(i, r, b; および hはパラメーターである。内生変数は幻.,X2, P, W および rであ
るから，上の 5個の式によってモデルは完結している。
3)このとき，両部門の生産量が市場において clear されるように商品価格および賃金
率が伸縮的に調整されることを前提とする。
4)当面の間， O~d, o<(i, r~l としておく。
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j a10=砧ーAP>O 年＝ん(1-P)~o
Ul au= -b1b2< 0 au =b1 (a―l)<O 
1 a12=.d(P-r) 年＝ん(P-r)
5. 初期条件
ここにえられた均衡値が経済的に意味をもっためには，それらはすぺて正の
値でなければならない。そのためには外生変数の初期値に制約条件が課せられ
る。
この条件を明確にするために，こで便宜上
(12) y。=1,Yi=L/Kおよび Yz=Kc/K
とおく。このときUOlのWは次のように書きかえられる。
U3l w=凡/(JF2)
ここに
2 
(14) F;=エ(a;J1) (i=l, 2) 
i=o 
さて.(12)を用いれば，んおよび X2が正となるためには， (6)および(7)より
(15) MinCl1/b1, ldb2)<s1<Max('1/bゎ l心）
次に (13)より w>Oの条件は
(16) 4Fi凡>O
また'(13)を(8)および(9)に代入すれば， Pおよび rが正となる条件はそれぞれ
(17) 出凡>O
(1薗'』H1出>o
となる。ここに
(19) H1 =b2F2 -Fi 
(20) H2=4凡―'1Fi
とする。
上の条件式(16)~(18)において'F;および H;(i= 1, 2)は共に匁と Y2との
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関数である。したがって,(15)~(18)はモデルが経済的に意味をもつためのヵお
よび Y2の範囲を確定する 5)。
6. 長期の径路
前節の初期条件が満たされたものとして，次に，この経済の長期的時間径路
を検討する。
労働人口の成長率は n(=一定>o)であると仮定すれば，
(21) L=nL 
であり，また K=x2であるから， (7)より
(2) K=('1K-b2L)/J 
さらに，資本家は自己の貯蓄に等しい額だけ新たに資本を所有するから
(23) Kc=r•rKc 
このようにして，長期の時間径路を決定するモデルは， (6),(7), (8), (9), (10) 
(21), (2)および(23)によって完結する6)。
ここで，後の考察の便宜のために,(21)~(23)を次のように書きかえる。
(24) g(L) =n 
(25) g(K)=('1-b1y1)/J 
(26) g(Kc) =rr 
したがって，また
罰 g(y1)=g(L)-g(K) = (Jn-l1 +b1ヵ）/J 
(28) g(y2) =g(Kc)-g(K) = (rdr-'1 +b1y1)/ d 
7. 長期均衡の条件
我々の 2部門経済においては，経済全体としての総産出額，総資本量および
5)第2図における斜線部がそれである。
6)変数は， xi,x2, p, w, r. L, K, および Kcである。 K,LおよびKcは初期時点で
与えられる。
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総労働雇用量の各々が同一の成長率で拡大する状態を長期均衡と定める。すな
わち
(29) g(K) =g(L) =g(Xi +Px2) 
ならば，この経済は均衡である，と定義する。
ところで， (6)および(7)によって， g(K)=g(L) =nとなる必要充分条件は
g(x1) =g(x2) =nである。また
g(ふ＋加）= X1 g(X1) + Px2 
x1 +Px2 ふ +Px2
(g(p) +g(x2)) 
を考慮すれば'(29)が成立するための必要充分条件は
(30) g(x1) =g(x2)かつ g(p)= 0 
である。
上式のうち， g(x1)=g(x2)は g(K)=g(L)と同値，したがって
(31) g(y1) = 0 
と同値である。次に， g(p)= 0は g(w)=0 と同値であり， これはまた， U3)
によって， g(Fi)=g(F2)と同値である。この最後の式から
(32) (a11A-a21凡）五+(a12F2-a22凡）五=O
をうる。ここで
a12F2-a22凡=(a12a20-a22a10) + (a12a21 -a22a11)Y1 
=lil2b1 (fi-r) +b1 (/2b1 +a.d) ((i-r)y1 
=b1 (fi-r) {'12 + Cl2b1 +a.d)y1} 
であるから， (32)は
(3) (fi-r)g(y2) = O 
とおきかえてよい7)。したがって， (31)および(3)を同時に満たす値 (Y1=Y2*,ツ2
=Y2*)が存在すれば，このとき経済は長期均衡である。
7) (30)の必要充分条件は(31)および(32)であるが'(31)によって'(32)は (a12F2-a22Fi)ツ2=0
とおきかえられる。また， l2b1+ad>Oであるから， lil2+(/2bi+ad)Y1キ0。
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8. 長期均衡値
ここで!3lおよび(3)によって決定される各変数の均衡値を求める。その場合，
次の 3つの場合にわけて考える。 CC1) 0 :;;:a<P<r:;;:1, CC 2) 0~a<P 
=r:;;:1, および CC3) O <a=P=r<l。
CC 1) o::;;;:a<P<r~l の場合
(3l および(3)から g(y1)=Oおよび g(y2)=Oが成立する。各変数に＊印を
つけて均衡値を表わすことにすれば， (8),(9), (13), (27)および(28)1こよって
閲 y1*=(li-nd)/b1 
(35) Y2*=l-ct(/i-nd) (r-b2n)/ {nb山 Cr-P)}
(36) r*=n/r 
闘 w*=(bzn-r)/(nd-rli) 
(38) p*=rl2/(rli-nd) 
〔C2) o:;;:a<P=r:;;:1の場合
この場合には必然的に(3)が満たされるから， g(y2)=Oである必要はない。
!3lより， y1*はこの場合も関によって与えられる。また， a12=a22=0となる
から'(13)より
(39) w*= (b2n-P)/ {ん(a-P)+nd(l-a)}
上式を(8)および(9)に代入して
（船） p*= {ctb2Cl1 -nd)-Pl2b1} /[b1 {Ii (a-P) +nd(l-ct)}] 
(41) r* = {ct(/1 -nd)-nl2b1} I {ctb2 (ん一nd)-Pllb1}
このとき'(28)によって
(42) g(y2) =Pr*-n=a(/1 -nd) (P-b2n)/ {ctb2('1-nd)-Pl2b1} 
となる8)。
8) w'号0であるから， Ci9lより p-b切ナ〇。関における Yi*>Oにより li-n.d*O。し
たがって， <t.-=/=0のときはg(yz)-=I=0となる。
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c 3〕 〇くa=fi=r<lの場合
これは，貯蓄が国民所得の一定比率となる場合であって，計算上はc2〕
の特殊ケースとして簡単に均衡値が求められる。すなわち， Y1*は閥によって
与えられる他に，
(43) w*=(b2n-a)/{nd(1-a)} 
(4) p*=a(l-b2n)/{b辺(1-a)}
（鉗,r*= {a(ti―n.d)-nlゆ釘{a』(1-如）｝
(46) g(y心=('1-叫）(a-b2n)/ {.d(l-b研）｝
がえられる。 Y1*~〇および w*~〇でなければならないから，必然的にg(y2)
~o である。
9. パラメーターの制約条件
c 1〕の場合
長期均衡値に関しては次の条件を満たさねばならない。 (i)Y2*以外の均衡
値はすべて正であること，および (i)OS:y2*S:l。
条件 (i)は
(47) a>b研
のようにまとめられる9)。また， '(47)が成立するときは Y2*S:lも保証される。
したがって，条件 (ii) を満たすためには， m~によって，
(48) a(n』-'1)(b2n―r)S:b山 (r-/i)n
が成立すればよい。
かくて，各パラメーターは(47)および(48)を満たせばよい。・
9)閥'(37)および閲より， (/1-n.d~)rli一叫>o かつ (b研一r)/(n.d-r/1)>0。しかる
に， r>b研ならば必然的にrli-n.d>Oとなる。なぜなら， .d>Oならばhb2>.d>O
より， rんl.d>rlb2>n。.d<Oならばr/i-n.d>Oとなるのは自明である。かくて，
(47)は (i)の必要充分条件である。
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〔C2)の場合
この場合は必＊は確定しないから，残りの変数の均衡値（ツ1*,研， P*および
r*)が正であればよい。しかるに， (8)および(9)を考慮すれば， y1*>0および
o<w*く1/liが満たされればよい。関および(39)によって，これらの条件は
(49) Ii -n.d>O 
(50) O<Cb2n-P)/ {li(a-P) +叫(1-a)}<l/li
と書き表わせる。 (50)はまた次のように書きかえられる。すなわち
~Fこp;:,,,(1-•)>0
n<n1 
または
~{ ;:~•~P::.,(1 -•)<O 
n>n1 
ここに
(53) n1 =al1/(l2b1 +a.d) 
とする。したがって，〔(49)および(51) または〔(49)および(52) を満たすことが，
この場合におけるパラメーターの制約条件である。これらの条件は
訓{J>.d(a, P)ならば和<n<n1
J<J(a, P)ならば n1<n.<n2
とまとめられる。ここに，加=P/b2である10)。
(.d=.d (a, P)のときは，経済学的に有意味な解はえられない。）なお，c3)はcc
10) n2-n1=a(/J-l) 〔.d-.d(a,/J)〕I {b2(lzb1十a.d)}
nz-(/J-a)li/ {.d(l-a)} =a(l -/i) 〔.d-.d(a,/J)〕/ {.d(l-a)b2} 
n1一(/J-a)li/{.d(l -a)} =a(1-/i) 〔.1-.d) a, P)〕I {.d(l-a) (l2b1十a.d)}
li.d-n1=lil砂1/{.d(l砂1+a.d)}
んI.d-n2=(11b2-/J.d)/(b2.d) 
Ii 4-(/J-a)li/ {.d(l-a)} =li(l-/J)/ {.d(l-a)} 
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2)の特殊ケースであるから，制約条件も(54)と同じ形になる。
10. 長期の安定性について
はじめに〔C2〕の場合について見るならば， (42)はg(y2)=aw*y1 * IP*と書
きかえられるから11), この場合は常に gCy2)::::oとなる。したがって， a>〇
であるかぎりは， Y2は減少する。これは長期的には資本総量のうちで資本家
の所有する比率が0に近づくことを意味する。
c 1)の場合
各パラメーターは(47)および(48)を満たしているものとする。
〔1) g(y心の符号について
(27)および(34)によって
(5) sign[g(y1)]=sign[.d(y1 -y1*)] 
が成り立つ。
(2〕 g(y2)の符号について
(9)および~3)によって， r=出/(.d出）となるから，これを(28) に代入して
(56) g(y2) =Ha/UH1)奎f(yゎ Y2)
がえられる。ただし，
罰 Ha=rR叶 (b1J1-/1)H1 
ここで g(y2)= 0をグラフに表示することを考える。出=Oとおいて
(36) J2=μ1y1 +μ 叶底/(b1J1-Ii) 
ただし
Jμ1=幽／｛ん(a-(i))>O 
(59)μ2 =rCl2bi +ail)/ U2b1 (r-P)) -P/(r-P) 
l厄 =arl1.d/U2れCr-P))
11) (34), (39)および(40)を用いればよい。
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がえられる。（第 1図）
(i) △ >0 
1J2 
?― ― ??
ー
Ha=O 
!JI 
第1図
同じ図に，
(60) 比＝妬{a如Y1+(P-r)l2Y2-Pl叫
を表示することによって g(y2)の符号を判定することができる。
図において， H1=0と出=Oとの交点 (Yゎ Y2)は
(61) {応砧/(lふ＋叫）>O 
咋=a(l-fi)(,1-J(佑 P))/{Cr-P) C四十l2b1)}
である。また， (i)図においては， Y1=7/1 = (li-v rl1.J/b2)/b1 のとき Y2は
極大値をとり， y2=¾=l+a(v厄元一V元）引 {(r-/i)l2b1} となる。ここで，．
!2/ゎ<TJ1<lil妬， ¾21 が成立している。 (ii) 図においては，ど=l+a(l-r)
I (r-P)である。
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如
? ? ? ?•I •I ? ?
．．．?
li/61 
△ <O 
y,>〇
? H1=0・ Yl 
Y2>〇
第1図
〔3〕 均衡の不安定性
ここにおいて均衡値は(34)~(38)によって与えられたものであるが，特に (y1*,
Y2*)を (yゎ Y2)平面上にプロットするならば，それは第2図の各場合にお
いて，その斜線部内における点Eによって示される。これらの斜線部内の領域
は，前述のU5)~(18)による制約条件に対応する。
かくて，〔C1)の場合にも長期均衡は不安定的になることがわかる。
1. 結論
(1) 資本と労働との間の代替が行われないような技術条件の下において，ニ
部門経済の長期安定条件は， Findlay(〔1〕）によって簡潔な形で示されてい
る。それを本論における記号によって書き改めれば，
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H2=0 (i) △＞△ (a, 1) 
~ 
釦=O
Ul=O 
第2図
d(ん/K)/d(L/K)=-bi!J>0 
となる。これはまた (27)より）
dg(y1)/d. ヵ=d[g(L)-g(K)]/d(L/K)=b辺く0
と同値である。
聾=1
YI 
(2) 確かに安定性の問題を資本集約度 (KIL)の動きのみを目安にして論じ
るなら，上の条件を求めるだけでよい。しかるに，その場合にあっては，資本
家と労働者との資本所有比率 (Kc/Kw)に関しては何もわからない。
(3) この最後の点を明らかにするために我々のモデルを用いるならば，次の
ように結論としてまとめられる。
Ci) fi<rならば，安定的な長期均衡解はえられない。 （第2図参照）
(ii) /i=r ならば， 2 通りの結論がえられる。第 1 に， a~0 の時は，資本
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(i)△ (a, "/) >△＞△ (a; {1) 
Hz=O 
• 一誓=1
Y1 1JI 
!/1=0 
第2図
所有比率 (Kc/K,.)が一定の値に留まるような均衡解は存在しない。第2に，
<I,= 0のときは， Kc/Kwは一定の値をとる。ただし，この値は初期条件に
よって確定してしまい，モデルの中で内生的に決定されるものではなくな
る。強いて言えば， (a=0かつ P=r) という特殊な場合においてのみ，我
々は安定的な長期均衡解をもつ。
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(ii)△ (a, fl) >△＞〇
Fi=O 
(iv)△ <O 
Hz=O 
yi=O H2=0 
第2図
卯=1
YI 
F1=0 
!/2=1 
YI 
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